	公益財団法人日本スポーツ協会

公認スポーツリーダーについて


公益財団法人日本スポーツ協会公認スポーツリーダーとは

　公認スポーツリーダーは、日本スポーツ協会公認スポーツ指導者制度における基礎資格として位置づけ、スポーツ指導の基礎的知識（共通科目Ⅰのカリキュラム）を学ぶものです。これからスポーツに関する正しい知識を学ぼうとする方々や、既にスポーツ指導に携わっているが時間的な制約などから講習会に参加できなかった方々を対象に資格取得のための講習会を実施しています。
資格取得後は地域におけるスポーツ活動の定着化や活性化をサポートする存在として活躍が期待されるだけでなく、競技別指導者資格やフィットネス資格などへとステップアップしていくことができます（下図参照）。

スポーツ愛好者を増やすためには、スポーツを安全に、正しく、楽しくできる環境を整備できるスポーツ指導者を増やすことが重要なことであり、日本スポーツ協会では「スポーツ立国」※の実現を目指し、生涯を通じた快適なスポーツライフの構築を図ることと通して、望ましい社会の実現に貢献するため、公認スポーツリーダーの養成を進めていきます。

※「スポーツ立国」：スポーツの持つ力が望ましい地域社会の実現に貢献するとともに、スポーツにかかわる自立・自律した人々の主体的かつ自治的なスポーツ実践や運動（ムーブメント）を通して、国内はもとよりアジア近隣諸国から地球規模へと拡がることによって、「スポーツ宣言日本」が目指す社会像の実現に寄与していくこと。
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公認スポーツリーダーは、日本スポーツ協会（以下「当協会」という。）加盟団体、広域スポーツセンター、地方公共団体、市町村体育・スポーツ協会などが実施する集合講習会により養成しています。

集合講習会は各団体の養成計画に沿って実施する講習会のうち、当協会が定める基準を満たす講習会を「公認スポーツリーダー養成コース（集合講習会）（以下「本コース」という。）」として承認することにより、各団体で実施される講習会の修了者を本会公認スポーツリーダーとして認定することが可能となり、資格取得につなげることができます。

ただし、各団体が実施する講習会が本コースとして内容が適切であるかを確認する必要があるため、所定の申請様式により「公認スポーツリーダー養成コース（集合講習会）承認申請書」を提出していただきます。

1. 申請に関する事項
本コースを実施しようとする団体は、遅くとも講習会開催2カ月前までに「公認スポーツリーダー養成コース（集合講習会）承認申請書（以下「申請書」という。）」を当協会に提出してください。
（1） 申請書には必要書類を添付し提出してください。
（2） 当協会にて、申請書を審査します。
（3） 申請内容に変更が生じた場合は、所定の変更届を提出してください。なお、変更届については、変更が生じた時点で速やかにご提出ください。報告書提出時の変更届は、認められません。
2. 審査に関する事項
提出された申請書については、下記の内容を審査します。
（1） 「公認スポーツリーダー養成コース（集合講習会）カリキュラム」の内容で構成されているか。
（2） 講習会講師が、別紙の「講師基準」を満たしているか。
（3） 「公認スポーツリーダー養成コース（集合講習会）検定試験実施要領」に基づき検定試験が実施されるか。
（4） 「公認スポーツリーダー養成コース（集合講習会）事務責任者」を設置しているか。
3. カリキュラムに関する事項
別表の公認スポーツリーダー養成コース（集合講習会）カリキュラム共通科目Ⅰに基づく講習会であること。なお、講義に使用する教材は、当協会が発行する「公認スポーツ指導者養成テキスト（共通科目Ⅰ）」を必ず使用しなければなりません。
4. 講師に関する事項
講師は、「講師基準」を満たす方に依頼ください。講師は複数名で担当するように配慮してください。講師が講師基準を満たしているかは、本会へ提出された講師名簿及び講師個票の内容を基に審査します。
5. 検定試験に関する事項
検定試験は、当協会作成の問題による四肢択一形式の試験（テキスト持込み可）とします。
（1） 問題数は５０問とし、６０分間で実施してください。
（2） ５０問中３０問以上正解を合格とします。
（3） 採点については、解答を送りますので、各団体において責任を持って行ってください。
6. 経費に関する事項
本コースにかかる経費は次のとおりです。
（1） 受講者経費
1 テキスト、ワークブック代：4,000円
2 認定料：2,500円
（2） その他の経費
講師用テキスト、ワークブック：4,000円
※　上記金額は、消費税増税に伴い変更となる可能性がございます。
※ 上記内容を踏まえて、受講料は各団体にて設定してください。

7. 公認スポーツリーダー養成コース（集合講習会）事務責任者に関する事項
公認スポーツリーダー養成コース（集合講習会）事務責任者とは、申請・報告の事務手続きから、講習会の運営（カリキュラム編成、講師編成、検定試験問題の管理・採点）の担当者です。
※事務責任者の業務は、検定試験問題の管理・採点が伴うため、受講者として本コースの受講はできません。

8. 認定に関する事項
本コースを修了した方に対して「認定証」を発行します。
9. 報告に関する事項
講習会実施団体は、本コース終了後報告書を提出してください。報告書の提出と併せて、認定料を納入してください。
＜2021年度報告書最終提出期限＞
　 2022年3月18日（金）
　　　　　※原則講習会終了後1ヵ月以内に報告書をご提出いただいておりますが、
2022年2月18日（金）以降に講習会を実施した場合でも
2022年3月18日（金）までに報告書をご提出ください。
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10. 免除に関する事項
下記に該当する方は、講習会・試験を受講する必要はありませんのでご留意ください。
なお、下記内容を開催要項に必ず記載してください。
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	科目名
	内容
	時間数（h）

	
	
	集合
	自宅
	計

	文化としての

スポーツ
	スポーツの概念と歴史
	1.5
	2.25
	3.75

	
	文化としてのスポーツ
	
	
	

	指導者の役割Ⅰ
	スポーツ指導者とは
	2
	3
	5

	
	スポーツ指導者の倫理
	
	
	

	
	指導者の心構え・視点
	
	
	

	
	世界の舞台をめざすアスリートの発掘・育成の重要性と指導者の役割
	
	
	

	トレーニング論Ⅰ
	体力とは
	1.5
	2.25
	3.75

	
	トレーニングの進め方
	
	
	

	
	トレーニングの種類
	
	
	

	スポーツ指導者に

必要な医学的知識Ⅰ
	スポーツと健康
	3
	4.5
	7.5

	
	スポーツ活動中に多いケガや病気
	
	
	

	
	救急処置
	
	
	

	スポーツと栄養
	スポーツと栄養
	1
	1.5
	2.5

	指導計画と安全管理
	指導計画の立て方
	1.5
	2.25
	3.75

	
	スポーツ活動と安全管理
	
	
	

	ジュニア期の

スポーツ
	発育発達期の身体的特徴、心理的特徴
	2
	3
	5

	
	発育発達期に多いケガや病気
	
	
	

	
	発育発達期のプログラム
	
	
	

	地域における

スポーツ振興
	地域におけるスポーツ振興方策と行政のかかわり
	1.5
	2.25
	3.75

	
	総合型地域スポーツクラブの必要性と社会的意義
	
	
	

	
	地域におけるスポーツクラブとしての「スポーツ少年団」
	
	
	

	
	14
	21
	35



講師を依頼する際には、以下のいずれかの基準を満たしていることを確認してください。

　　また、担当講師については、講師名簿及び講師個票の内容を基に当協会にて審査いたしますので、できる限り、専門領域、活動実績等を具体的に記載してください。
　　なお、一人の講師が全ての科目を担当するのではなく、各科目の専門の方がそれぞれ担当するように依頼してください（※1科目につき、1名担当）。
1． 国・公・私立の大学、短期大学における教育実績を持つ者
2． 社会体育系専門学校等における教育実績を持つ者
3． 各科目の専門領域において、教育実績または研究実績を持つ者
4． 中・高等学校における体育教員としての教育実績を持つ者
5． 日本体育学会、日本体力医学会など体育・スポーツに関係する学会に所属する者
6． 社会教育主事（スポーツ担当）経験者

7． 国、地方公共団体または公益法人等の研究機関に勤務する研究者（指導者を含む）
8． その他、上記に準ずる者であると本会が認める者
1 貴団体から、当協会スポーツ指導者育成部宛に「公認スポーツリーダー養成コース（集合講習会）　　　　　承認申請書」を提出してください。
2 当協会にて申請内容を審査の上、「公認スポーツリーダー養成コース承認通知」を送付します。
※承認団体へは、検定試験問題（解答用紙、解答を含む）、認定番号付与方法を送付します。
3 貴団体にて、受領日、必要部数を決定してテキストを申し込んでください。
4 貴団体にて、講習及び検定試験を実施してください。
5 コース終了後
· 「公認スポーツリーダー養成コース実施報告書」を提出してください。
2021年度報告書最終提出期限：2022年3月18日（金）
　　※原則講習会終了後1ヵ月以内に報告書をご提出いただいておりますが、2021年2月19日（金）
以降に講習会を実施した場合でも2022年3月18（金）までに報告書をご提出ください。

· 認定料を当協会へ納入してください。
※ 認定料は、実施報告書の提出と併せて納入してください。
※　認定料は、消費税増税に伴い変更となる可能性がございます。
· 資格申請者名簿のデータを当協会公認スポーツリーダー担当者にメールで提出してください。
提出メールアドレス：shidoin@japan-sports.or.jp
6 当協会から認定承認通知、スポーツリーダー認定証を貴団体宛に送付します。
◇　スポーツリーダー資格は、永年認定となっております。

申請から報告までの流れ




	１．申請書の提出
	
	

	
	以下の書類を開催2カ月前までに、当協会スポーツ指導者育成部育成課まで提出してください。

	No
	書類
	様式
	備考

	①
	承認申請書
	【様式-1】
	団体代表者名にて作成してください。

	②
	開催要項
	（見本）
	見本を添付していますが、独自に作成したものでも
受付けます。

	③
	日程表
	（見本）
	見本を添付していますが、独自に作成したものでも
受付けます。

	④
	講師名簿
	【様式-2】
	講師基準に沿った講師を記入してください。

	⑤
	講師個票
	【様式-3】
	必要事項を記入してください。

	
	
	
	

	２．報告書の提出
	
	

	
	以下の書類をコース終了後、当協会スポーツ指導者育成部育成課まで提出してください。

	No
	書類
	様式
	備考

	①
	実施報告書
	【様式-4】
	団体代表者名にて作成してください。

	②
	開催要項
	（見本）
	見本を添付していますが、独自に作成したものでも
受付けます。

	③
	日程表
	（見本）
	日程表例を添付していますが、独自に作成したもの
でも受付けます。

	④
	講師名簿
	【様式-2】
	講師基準に沿った講師を記入してください。

	⑤
	資格申請者名簿
	【様式-5】
	資格申請者を記入してください。

必須項目は必ず記入してください。
メールにてデータもご提出ください。

	
	

	３．その他
	

	
	申請書が承認された後、日程、講師等の変更があった場合は必ず提出してください。

	No
	書類
	様式
	備考

	1 
	変更届
	【様式－6】
	日程、講師等に変更があった場合に提出してください。


１．認定番号の構成
スポーツリーダー認定番号は、アルファベットと数字から構成された１４桁の番号となります。構成内容は以下のとおりです。
	①
	②
	③
	④
	⑤

	　　　　　　
	　　　
	　　　
	　　　　　　　　　　
	　　　　　　　　　　　　

	221
	L
	■
	0●●
	000001


1 講習会修了年度（３桁）
2 Ｌ（リーダー）
3 実施団体種別
4 実施団体承認番号
5 実施団体修了者通し番号（６桁、１年毎）
２．実施団体種別一覧
　
	■
	
	実施団体
	■
	
	実施団体

	A
	：
	都道府県体育・スポーツ協会
	H
	：
	都道府県競技団体

	B
	：
	中央競技団体
	I
	：
	広域スポーツセンター

	C
	：
	日本スポーツ協会
	J
	：
	総合型地域スポーツクラブ

	D
	：
	適応コース
	K
	：
	都道府県スポーツ少年団

	E
	：
	都道府県教育委員会
	L
	：
	市区町村スポーツ少年団

	F
	：
	市区町村教育委員会
	N
	：
	NHK学園

	G
	：
	市区町村体育・スポーツ協会
	Z
	：
	その他


３．実施団体承認番号
承認通知を送付する際に、認定番号付与方法とあわせて実施団体承認番号を通知します。
４．認定証の印字
認定証には、認定者氏名、認定年月日、認定番号を明記します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




１．ご注文
お問合せは、日本スポーツ協会販売受付センターへＦＡＸ（電話）でお願いいたします。
受 付 時 間：平日９：００～１８：００
電 話 番 号：０３－６９１０－５８２３
※　注文フォームによるご注文にご協力ください。
テキスト注文フォーム：https://www.japan-sports.or.jp/publish/tabid677.html
２．代金のお支払
代金のお支払はご注文後に下記の日本スポーツ協会の銀行口座へお願いいたします。お支払方法については銀行振込のみとなります。なお、振込手数料はご負担ください。商品の汚れや破損、発送間違い以外の返本や、ご入金後の返金は一切お受けできませんので、予めご了承の上でご注文ください。
代金お支払口座：みずほ銀行　渋谷支店　普通預金　１３９３８５９　公益財団法人日本スポーツ協会 
＜フリガナ：コウエキザイダンホウジン ニホンスポーツキヨウカイ＞
· 代金お支払確認後にテキストを発送いたします。代金お支払確認前の発送はできかねますのでご了承いただいた上でお申込ください。
３．お届け
代金お支払確認後、ご指定の送付先へテキストをお届けいたします。なお、納品期日の４日（土日を除く）前までに、ご入金いただけないと、指定日にお届けできない場合もありますのでご注意ください。

※　納品書を同封いたします。

①公認スポーツリーダー養成コース（集合講習会）について





【認定料納入先】


　みずほ銀行　渋谷支店　普通預金　990276


公益財団法人　日本スポーツ協会





公益財団法人日本スポーツ協会公認スポーツ指導者資格を有する方（スポーツドクター、スポーツデンティストを除く）または、公益財団法人日本スポーツ協会講習・試験免除適応コース共通科目修了証明書を有する方は、公認スポーツリーダー養成コースにおける講習・試験が全て免除となりますので、受講する必要はありません。


日本スポーツ少年団認定員資格を保有していた方は、併せてスポーツリーダーとして認定されていますので、受講する必要はありません。


公益財団法人日本スポーツ協会講習・試験免除適応コース承認校のうち、一部大学・学部の卒業生は、共通科目Ⅰが免除となりますので、受講する必要はありません。なお、対象の条件については公益財団法人日本スポーツ協会ホームページをご参照ください。


レクリエーションコーディネーター、野外活動指導者（ディレクター1級）、健康運動指導士を有する方は、公認スポーツリーダー養成コースにおける講習・試験が全て免除となりますので、受講する必要はありません。





カリキュラム





講師基準





承認申請手続きから実施報告までの流れについて





スポーツリーダー養成コース


（集合講習会）実施団体





⑤ 実施報告書の提出


（終了後1カ月以内）


資格申請者名簿(様式5)データの提出。


⑥ 認定料納入


※実施報告書の提出と併せて納入





③　テキストの申込、発送


(日本スポーツ協会販売受付センター)








　④スポーツリーダー養成コース


（集合講習会）の実施





・受講者の募集


・講習会の運営


・検定試験の実施、採点





　申請書の提出


　　（実施2カ月前まで）





②　承認通知、検定試験、認定番号付与方法について





日本スポーツ協会








加盟団体


広域スポーツセンター


地方公共団体


市町村体育・スポーツ協会


　　　　　　　　　　　　　　など











⑦　認定承認通知、認定証(無地)の送付





⑧認定証の発行





申請・報告に必要な書類一覧





公益財団法人日本スポーツ協会公認スポーツリーダー養成コース


～スポーツリーダー認定番号の付与方法について～





見 本





見本





テキストのご注文からお届けまで








<>
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